
会
保
障
の
給
付
費
は
2
0
4
0
年
度
に

は
年
間
1
9
0
兆
円
に
膨
ら
む
、と
推

計
さ
れ
た
。こ
の
巨
費
を
ど
う
受
け
止
め
る
か
。

 

25
年
と
40
年
と
の
違
い

　

政
府
の
経
済
財
政
諮
問
会
議
に
提
示
さ
れ

た「
2
0
4
0
年
を
見
据
え
た
社
会
保
障
の

将
来
見
通
し
」（
5
月
21
日
）は
、「
骨
太
の
方
針

2
0
1
8
」（
6
月
15
日
）よ
り
重
要
な
先
行
き

の
課
題
を
教
え
る
。

　

メ
デ
ィ
ア
の
多
く
は
、社
会
保
障
給
付
費
が

18
年
度
の
1
2
1
兆
円
か
ら「
40
年
度
に
は

1
9
0
兆
円
」と
、そ
の
膨
張
を
中
心
に
報
じ

た
。し
か
し
、ま
ず
重
要
な
の
は
、40
年
へ
視
点

を
移
し
た
こ
と
だ
。

　

従
来
の
視
点
だ
っ
た
25
年
度
は「
団
塊
の

世
代
」
が
75
歳
以
上
に
な
る
節
目
で
あ
る
。

40
年
度
に
は
、
そ
の
子
ど
も
世
代
の「
団
塊

ジ
ュ
ニ
ア
」が
引
退
期
に
入
り
、65
歳
以
上
が

3
9
2
1
万
人
と
ほ
ぼ
ピ
ー
ク
に
達
す
る
。つ

ま
り
超
高
齢
化
か
ら
本
格
的
な
総
人
口
減
少

の
時
代
を
迎
え
る
。

　

大
き
く
対
応
策
を
転
換
す
べ
き
節
目
だ
。そ

れ
も
現
時
点
か
ら
始
め
な
い
と
間
に
合
わ
な

い
。「
骨
太
方
針
」は
幼
児
教
育
の
無
償
化
、放

課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
拡
大
、育
児
休
業
取
得
の

促
進
等
を
盛
り
込
ん
だ
。「
少
子
化
を
克
服
す

る
た
め
の
結
婚
・
妊
娠
・
出
産
段
階
か
ら
の
切

れ
目
な
い
支
援
」を
強
調
し
た
。働
き
方
改
革

（
6
月
29
日
）も「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」を
目

指
す
。

　

そ
の
具
体
化
と
拡
充
策
が
な
け
れ
ば
20
〜

40
歳
代
に
広
が
る
非
正
規
労
働
者
が
結
婚
で

き
る
待
遇
・
条
件
は
整
わ
ず
、独
り
で
老
後
を

迎
え
る
低
所
得
の
大
集
団
と
化
す
。

 

Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で

 

給
付
費
を
み
る

　

次
は
、社
会
保
障
給
付
費
1
9
0
兆
円
の
読

み
方
で
あ
る
。

　

内
閣
府
試
算
の
控
え
目
な「
経
済
ベ
ー
ス

ラ
イ
ン
ケ
ー
ス
」（
毎
年
の
経
済
成
長
率
、名
目

1
%
台
後
半
）を
軸
に
試
算
し
て
も
国
内
総
生

産（
G
D
P
）は
18
年
度
の
5
6
4
兆
円
、25
年

度
の
6
4
6
兆
円
、40
年
度
は
7
9
1
兆
円

へ
と
拡
大
す
る
。パ
イ
が
大
き
く
な
れ
ば
配
分

も
増
え
る
。

　

金
額
で
は
な
く
、G
D
P
に
占
め
る
社
会
保

障
給
付
の
割
合
で
先
行
き
を
考
え
る
べ
き
だ
。

在
宅
医
療
・
介
護
の
普
及
策
等
を
前
提
の「
計

画
ベ
ー
ス
」（
経
済
は
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
ケ
ー
ス
）

で
、給
付
費
は
18
年
度
の
G
D
P
比
21
・
5
%

社
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2040年へ
視点を移し考える

給付費190兆円時代

　

　



人口構造の変化が医療・介護費に及ぼす影響
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（
1
2
1
兆
円
）か
ら
、25
年
度
は
21
・
8
%
程

度（
1
4
0
兆
円
余
）、40
年
度
に
は
24
・
0
%

程
度（
1
9
0
兆
円
）。

　

名
目
上
は
巨
費
だ
が
、G
D
P
比
の
給
付
費

割
合
は
そ
う
大
き
く
は
な
ら
な
い
。正
確
な
国

際
比
較
は
難
し
い
が
、フ
ラ
ン
ス
や
北
欧
主
要

国
は
現
時
点
で
、こ
の
対
G
D
P
比
を
上
回
る
。

特
に
25
年
度
か
ら
の
15
年
間
で
2
%
強
の
伸

び
に
と
ど
ま
る
の
は
な
ぜ
か
。25
年
度
以
降
は

65
歳
人
口
の
増
加
は
緩
や
か
に
な
り
、総
人
口

の
逓
減
と
あ
い
ま
っ
て
給
付
費
を
抑
え
る
こ

と
を
示
す
。

　

分
野
別
で
は
、18
年
度
か
ら
40
年
度
へ
、年

金
は
対
G
D
P
比
10
・
1
%（
56
・
7
兆
円
）か

ら
9
・
3
%（
73
・
2
兆
円
）に
下
が
り
、マ
ク
ロ

経
済
ス
ラ
イ
ド
に
よ
る
抑
制
効
果
を
示
す
。

医
療
は
同
7
・
0
%（
39
・
2
兆
円
）か
ら
8
・
4

〜
8
・
7
%（
66
・
7
〜
68
・
5
兆
円
）へ
増
加
す

る
。介
護
は
同
1
・
9
%（
10
・
7
兆
円
）か
ら

3
・
3
%（
25
・
8
兆
円
）へ
膨
ら
む
。

　

医
療
費
は
高
齢
化
に
よ
る
増
加
要
因
よ
り

人
口
減
少
要
因
が
次
第
に
影
響
す
る
。介
護
費

は
65
歳
人
口
の
ピ
ー
ク
を
迎
え
膨
張
す
る
。た

だ
し
、40
年
度
以
降
は
伸
び
率
も
絶
対
額
も
逓

減
し
て
い
く（
図
参
照
）。

 

人
口
と
金
利
の

 

オ
ー
ナ
ス

　

40
年
度
へ
、
生
産
年
齢

人
口（
15
〜
64
歳
）
は
、
18

年
度
と
比
べ
2
割
減
っ
て

5
9
7
8
万
人
に
落
ち
込

む
。

　

逆
に
医
療
・
介
護
・
福
祉
の

就
業
者
数
は
、計
画
ベ
ー
ス

で
18
年
度
8
2
3
万
人（
就

業
者
総
数
の
12
・
5
%
）か
ら

25
年
度
9
3
1
万
人（
同
14
・

7
%
）を
経
て
、40
年
度
は
現

在
の
3
割
増
で
1
0
6
5
万

■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県
立
大
学
、目
白
大
学
・
大
学
院
の

教
授
を
経
て
、一
般
財
団
法
人
日
本
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
振
興
会
理
事

長
。財
務
省「
財
政
制
度
等
審
議
会
」委
員
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ「
福
祉
フ
ォ
ー
ラ
ム
・

ジ
ャ
パ
ン
」副
会
長
も
務
め
る
。

人（
同
18
・
8
%
）に
上
る
。人
材
確
保
は
至
難

の
業
だ
。

　
「
骨
太
方
針
」は
、予
防
・
健
康
作
り
に
よ
る

受
療
率
や
要
介
護
率
の
低
下
、最
新
技
術
活
用

の
生
産
性
向
上
等
を
強
調
し
た
。外
国
人
労
働

者
の
受
け
入
れ
拡
大
に
も
踏
み
切
っ
た
。そ
れ

で
も
焼
け
石
に
水
だ
ろ
う
。

　

や
は
り
出
生
率
の
向
上
、高
齢
者
や
女
性

の
さ
ら
な
る
職
場
進
出
が
カ
ギ
に
な
る
。だ

が
、子
ど
も
子
育
て
支
援
費
は
18
年
度
の
対

G
D
P
比
1
・
4
%（
7
・
9
兆
円
）か
ら
40
年

度
で
1
・
7
%（
13
・
1
兆
円
）に
す
ぎ
な
い
。子

ど
も
数
は
減
る
に
し
て
も
、こ
れ
で「
切
れ
目

な
い
支
援
」を
実
現
で
き
る
の
か
。

　

今
回
の
試
算
は
、40
年
度
へ
向
け
社
会
保
障

の
舵
取
り
を
考
え
る「
た
た
き
台
」に
な
る
。厚

労
省
中
心
の
作
業
で
、働
き
手
急
減
の「
人
口

オ
ー
ナ
ス（
重
荷
）」へ
の
警
鐘
で
あ
る
。

　

一
方
、国
の
借
財
1
0
0
0
兆
円
の“
地
雷
”

は
避
け
て
通
っ
た
。政
府
の
目
指
す
経
済
成
長

は
物
価
や
長
期
金
利
の
上
昇
を
伴
い
、国
債
利

払
い
も
急
増
す
る
。そ
の“
金
利
オ
ー
ナ
ス
”に

ど
う
対
処
す
る
か
。こ
れ
は
経
済
財
政
諮
問
会

議
の
使
命
の
は
ず
だ
。
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